
 

令和３年度集団指導資料【第１部】 

 

【資料３】 

 

基準省令の改正について① 

（業務継続計画ほか） 

 

 

障害福祉課 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



（１）グループホームにおける重度化・高齢化に対応するための報酬の見直し
・ 強度行動障害を有する者や医療的ケアが必要な者に対する支援の評価 等

（２）自立生活援助の整備を促進するための報酬・人員基準等の見直し

（３）地域生活支援拠点等の整備の促進・機能の充実を図るための加算の創設

（４）生活介護等における重度障害者への支援の評価の見直し
・ 重度障害者支援加算の算定期間の延長及び単位数の見直し 等

（５）質の高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し
・ 基本報酬の充実 ・ 従来評価されていなかった相談支援業務の評価 等

１ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、質の
高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し等

○ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、相談支援の質の向上、効果的な就労支援、医療的ケア児への
支援などの障害児支援の推進、感染症等への対応力の強化などの課題に対応

○ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋０．５６％

（１）就労移行支援・就労定着支援の質の向上に資する報酬等の見直し
・ 一般就労への移行の更なる評価 等 ・ 定着実績を踏まえたきめ細かな評価 等

（２）就労継続支援Ａ型の基本報酬等の見直し（スコア方式の導入）

（３）就労継続支援Ｂ型の基本報酬等の見直し（報酬体系の類型化）

（４）医療型短期入所における受入体制の強化
・ 基本報酬の充実 ・ 医療的ケアを必要とする障害児を利用対象者に位置付け

２ 効果的な就労支援や障害児者のニーズを踏まえたきめ細かな対応

（１）医療的ケアが必要な障害児に対する支援の充実
・ 新判定スコアを用いた基本報酬の創設 ・ 看護職員加配加算の算定要件の見直し

（２）放課後等デイサービスの報酬体系等の見直し
・ 基本報酬区分の見直し ・ より手厚い支援を評価する加算の創設（(３)も同様）

（３）児童発達支援の報酬等の見直し

（４）障害児入所施設における報酬・人員基準等の見直し
・ 人員配置基準の見直し ・ ソーシャルワーカーの配置に対する評価

３ 医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進

・ 自立生活援助における夜間の緊急対応・電話相談の評価

・ 地域移行支援における地域移行実績の更なる評価

・ 精神障害者の可能な限り早期の地域移行支援の評価

・ 精神保健医療と福祉の連携の促進

・ 居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進

・ ピアサポートの専門性の評価

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進

（１）日頃からの感染症対策の強化や業務継続に向けた取組の推進
・ 感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底（委員会開催、指針
の整備、訓練の実施）

・ 業務継続に向けた取組の強化（業務継続計画の策定・研修及び訓練の実施）
・ 地域と連携した災害対応の強化（訓練に当たっての地域住民との連携）

（２）支援の継続を見据えた障害福祉現場におけるＩＣＴの活用
・ 運営基準や報酬算定上必要となる会議等について、テレビ電話等を用いた
対応を可能とする。

５ 感染症や災害への対応力の強化

（１）医療連携体制加算の見直し
・ 医療的ケア等の看護の濃度を考慮した加算額の設定

（２）障害者虐待防止の更なる推進、身体拘束等の適正化の推進
・ 虐待防止委員会の設置 ・ 身体拘束等の適正化のための指針の整備

（３）福祉・介護職員等特定処遇改善加算等の見直し
・ より柔軟な配分ルールへの見直しによる加算の取得促進
・ 処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)等の廃止 ・ 加算率の見直し

（４）業務効率化のためのＩＣＴの活用（再掲）

（５）その他経過措置の取扱い等
・ 食事提供体制加算の経過措置の延長
・ 送迎加算の継続（就労継続支援Ａ型、放課後等デイサービス）

６ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス
提供を行うための報酬等の見直し

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容
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１ 感染症対策の強化（全サービス）
○ 全ての障害福祉サービス等事業者に、感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底を

求める観点から、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施を
義務づける。

※ ３年の経過措置期間を設ける

２ 業務継続に向けた取組の強化（全サービス）
○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービスが継続的に提供できる体制

を構築する観点から、全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策
定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づける。

※ ３年の経過措置期間を設ける

３ 地域と連携した災害対応の強化（施設系、通所系、居住系サービス）
○ 災害への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、非常災害対策（計画策

定、関係機関との連携体制の確保、避難等訓練の実施等）が求められる障害福祉サービス等事業
者（施設系、通所系、居住系）において、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよ
う連携に努めなければならないこととする。

○ 感染症や災害への対応力強化を図る観点から、感染症対策や業務継続に向けた取組、
災害に当たっての地域と連携した取組を強化する。

感染症や災害への対応力強化
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53 
 

改 正 後 現  行 
進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律

第 30 条の２第１項の規定により、中小企業（資本金が３億円以下

又は常時使用する従業員の数が 300 人以下の企業）は、令和４年４

月１日から義務化となり、それまでの間は努力義務とされている

が、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう

努められたい。 

イ 指定居宅介護事業者が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行

為（カスタマーハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理

上の配慮として行うことが望ましい取組の例として、①相談に応

じ、適切に対応するために必要な体制の整備、②被害者への配慮の

ための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１

人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュアル作

成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定され

ているので参考にされたい。 

 

（23）業務継続計画の策定等（基準第 33 条の２）  

① 基準第 33 条の２は、指定居宅介護事業者は、感染症や災害が発生

した場合にあっても、利用者が継続して指定居宅介護の提供を受けら

れるよう、指定居宅介護の提供を継続的に実施するための、及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定するとともに、当該業務継続計画に従い、従業者に

対して、必要な研修及び訓練（シミュレーション）を実施しなければ

ならないこととしたものである。なお、業務継続計画の策定、研修及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（新設） 
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改 正 後 現  行 
び訓練の実施については、基準第 33 条の２に基づき指定居宅介護事

業者に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携

等により行うことも差し支えない。また、感染症や災害が発生した場

合には、従業者が連携して取り組むことが求められることから、研修

及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるようにする

ことが望ましい。 

なお、業務継続計画の策定等に係る義務付けの適用に当たっては、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第 10 号。以下「令

和３年改正省令」という。）附則第３条において、３年間の経過措置

を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされてい

る。 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の

記載内容については、「障害福祉サービス事業所等における新型コロ

ナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」及び「障害福祉サ

ービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を

参照されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるもので

あることから、項目については実態に応じて設定すること。なお、感

染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを妨げるもの

ではない。 

ア 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の

実施、備蓄品の確保等） 
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改 正 後 現  行 
ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対

応、関係者との情報共有等） 

イ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフ

ラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

③ 従業者の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容

を職員間に共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対

応にかかる理解の励行を行うものとする。 

従業者教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）

な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施すること

が望ましい。また、研修の実施内容についても記録すること。なお、

感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん

延の防止のための研修と一体的に実施することも差し支えない。 

④ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場

合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、指定居宅

介護事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践

する支援の演習等を定期的（年１回以上）に実施するものとする。な

お、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及び

まん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及

び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適
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改 正 後 現  行 
切である。 

 

（24）衛生管理等（基準第 34条）  

① 基準第 34 条第１項及び第２項は、指定居宅介護事業者は、従業者

の清潔の保持及び健康状態の管理並びに指定居宅介護事業所の設備

及び備品等の衛生的な管理に努めるべきことを規定したものである。

特に、指定居宅介護事業者は、従業者が感染源となることを予防し、

また従業者を感染の危険から守るため、手指を洗浄するための設備や

使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等を備えるなど対策を

講じる必要がある。  

② 同条第３項に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講

ずべき措置については、具体的には次のアからウまでの取扱いとする

こと。各事項について、同項に基づき指定居宅介護事業所に実施が求

められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うこ

とも差し支えない。 

なお、感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る義務付け

の適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間

の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務

とされている。 

ア 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該指定居宅介護事業所における感染症の予防及びまん延の防

止のための対策を検討する委員会（以下「感染対策委員会」という。）

であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成

することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者について

 

 

（23）衛生管理等（基準第 34条）  

   指定居宅介護事業者は、従業者の清潔の保持及び健康状態の管理並

びに指定居宅介護事業所の設備及び備品等の衛生的な管理に努めるべ

きことを規定したものである。特に、指定居宅介護事業者は、従業者

が感染源となることを予防し、また従業者を感染の危険から守るた

め、手指を洗浄するための設備や使い捨ての手袋等感染を予防するた

めの備品等を備えるなど対策を講じる必要がある。  

 

（新設） 
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改 正 後 現  行 
は外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバ

ーの責任及び役割分担を明確にするとともに、専任の感染対策を担

当する者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくことが

必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など指定居宅介護事

業所の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催すると

ともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催す

る必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を

介したコミュニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活

用して行うことができるものとする。ただし、障害のある者が参加

する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮を行うこと。こ

の際、厚生労働省「福祉分野における個人情報保護に関するガイド

ライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これ

と一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、指定居

宅介護事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業

者との連携等により行うことも差し支えない。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該指定居宅介護事業所における「感染症の予防及びまん延の防

止のための指針」には、平常時の対策及び発生時の対応を規定する。 

平常時の対策としては、指定居宅介護事業所内の衛生管理（環境

の整備等）、支援にかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、

発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防止、医療機

関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、
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改 正 後 現  行 
行政等への報告等が想定される。また、発生時における指定居宅介

護事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明

記しておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「障害福祉サ

ービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアル」も踏まえて

検討すること。 

ウ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」

の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する

とともに、当該指定居宅介護事業所における指針に基づいた衛生管

理の徹底や衛生的な支援の励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該指定居宅介護

事業所が定期的な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採

用時には感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実

施内容についても記録することが必要である。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「障害福祉サービス施設・事業

所職員のための感染対策マニュアル」等を活用するなど、指定居宅

介護事業所内で行うものでも差し支えなく、当該指定居宅介護事業

所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時

の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）

に行うことが必要である。訓練においては、感染症発生時において

迅速に行動できるよう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に

基づき、指定居宅介護事業所内の役割分担の確認や、感染対策をし
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改 正 後 現  行 
た上での支援の演習などを実施するものとする。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上

及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施すること

が適切である。 

 

（25）掲示(基準第 35 条)  

① 基準第 35条第１項は、指定居宅介護事業者は、運営規程の概要、

従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供する

サービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年

月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申

込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を指定居宅介

護事業所の見やすい場所に掲示することを規定したものであるが、

次に掲げる点に留意する必要がある。 

ア 指定居宅介護事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべ

き利用者又はその家族等に対して見やすい場所のことであるこ

と。 

イ 従業者の勤務体制については、職種ごと、常勤・非常勤ごと等

の人数を掲示する趣旨であり、従業者の氏名まで掲示することを

求めるものではないこと。 

② 同条第２項は、重要事項を記載したファイル等を利用者又はその家

族等が自由に閲覧可能な形で当該指定居宅介護事業所内に備え付け

ることで同条第１項の掲示に代えることができることを規定したも

のである。 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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（26）身体拘束等の禁止(基準第 35条の２)  

① 基準第35条の２第１項及び第２項は、利用者又は他の利用者の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束等を

行ってはならず、緊急やむを得ない場合に身体拘束等を行う場合にあ

っても、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものである。 

② 同条第３項第１号の「身体拘束等の適正化のための対策を検討する

委員会」（以下「身体拘束適正化検討委員会」という。）は、事業所に

従事する幅広い職種により構成する。構成員の責務及び役割分担を明

確にするとともに、専任の身体拘束等の適正化対応策を担当する者を

決めておくことが必要である。身体拘束適正化検討委員会には、第三

者や専門家を活用することが望ましく、その方策として、医師（精神

科専門医等）、看護職員等の活用が考えられる。また、事業所単位で

なく、法人単位での委員会設置も可能であるため、事業所の規模に応

じた対応を検討すること。 
なお、身体拘束適正化検討委員会は、少なくとも１年に１回は開催

することが望ましいが、虐待防止委員会と関係する職種等が相互に関

係が深いと認めることも可能であることから、虐待防止委員会と一体

的に設置・運営すること（虐待防止委員会において、身体拘束等の適

正化について検討する場合も含む。）も差し支えない。 
指定居宅介護事業所が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底

する目的は、身体拘束等の適正化について、事業所全体で情報共有し、

不適切な身体拘束等の再発防止や身体拘束等を行わない支援方法の

検討につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を目的とした

（新設） 
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ものではないことに留意することが必要である。 
身体拘束適正化検討委員会における具体的な対応は、次のようなこ

とを想定している。 
ア 身体拘束等について報告するための様式を整備すること。 
イ 従業者は、身体拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録する

とともに、アの様式に従い、身体拘束等について報告すること。 
ウ 身体拘束適正化検討委員会において、イにより報告された事例を

集計し、分析すること。 
エ 事例の分析に当たっては、身体拘束等の発生時の状況等を分析

し、身体拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正

性と適正化策を検討すること。 
オ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 
カ 適正化策を講じた後に、その効果について検証すること。 

③ 同条同項第２号の指定居宅介護事業所が整備する「身体拘束等の適

正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこととする。 
ア 事業所における身体拘束等の適正化に関する基本的な考え方 
イ 身体拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 
ウ 身体拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 
エ 事業所内で発生した身体拘束等の報告方法等の方策に関する基

本方針 
オ 身体拘束等発生時の対応に関する基本方針 
カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
キ その他身体拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

④ 同条同項第３号の従業者に対する身体拘束等の適正化のための研
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修の実施に当たっては、身体拘束等の適正化の基礎的内容等適切な知

識を普及・啓発するとともに、当該指定居宅介護事業所における指針

に基づき、適正化の徹底を図るものとする。 
職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定居宅介護事

業所が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修を実施

（年一回以上）するとともに、新規採用時には必ず身体拘束等の適正

化の研修を実施することが重要である。 
また、研修の実施内容について記録することが必要である。なお、

研修の実施に当たっては、事業所内で行う職員研修で差し支えなく、

他の研修と一体的に実施する場合や他の研修プログラムにおいて身

体拘束等の適正化について取り扱う場合、例えば、虐待防止に関する

研修において身体拘束等の適正化について取り扱う場合は、身体拘束

等の適正化のための研修を実施しているものとみなして差し支えな

い。 

 

（27）秘密保持等（基準第 36条）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（24）秘密保持等（基準第 36条）  

  ①  基準第 36条第１項は、指定居宅介護事業所の従業者及び管理者に、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密の保持を義務付けた

ものである。 

   ②  同条第２項は、指定居宅介護事業者に対して、過去に当該指定居宅

介護事業所の従業者及び管理者であった者が、その業務上知り得た利

用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取る

ことを義務付けたものであり、具体的には、指定居宅介護事業者は、

当該指定居宅介護事業所の従業者等が、従業者等でなくなった後にお
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（30）事故発生時の対応（基準第 40 条）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(31) 虐待の防止（基準第40条の２） 

（27）事故発生時の対応（基準第 40 条）  

   利用者が安心して指定居宅介護の提供を受けられるよう、指定居宅介

護事業者は、利用者に対する指定居宅介護の提供により事故が発生し

た場合は、都道府県、市町村及び当該利用者の家族等に対して連絡を

行うとともに必要な措置を講じ、利用者に対する指定居宅介護の提供

により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わな

ければならないこととしたものである。  

   このほか、次の点に留意するものとする。  

  ①  利用者に対する指定居宅介護の提供により事故が発生した場合の

対応方法については、あらかじめ指定居宅介護事業者が定めておく

ことが望ましいこと。 

また、事業所に自動体外式除細動器（ＡＥＤ）を設置することや救

命講習等を受講することが望ましいこと。なお、事業所の近隣にＡＥ

Ｄが設置されており、緊急時に使用できるよう、地域においてその体

制や連携を構築することでも差し支えない。 

  ②  指定居宅介護事業者は、賠償すべき事態において速やかに賠償を行

うため、損害賠償保険に加入しておくことが望ましいこと。  

  ③  指定居宅介護事業者は、事故が生じた際にはその原因を解明し、再

発生を防ぐための対策を講じること。なお、「福祉サービスにおけ

る危機管理（リスクマネジメント）に関する取り組み指針」（平成

14 年３月 28 日福祉サービスにおける危機管理に関する検討会）が

示されているので、参考にされたい。  

 

（新設） 
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 ① 同条第第１項の虐待防止委員会の役割は、 
・ 虐待防止のための計画づくり（虐待防止の研修、労働環境・条 
件を確認・改善するための実施計画づくり、指針の作成） 

・ 虐待防止のチェックとモニタリング（虐待が起こりやすい職場 
環境の確認等） 

・ 虐待発生後の検証と再発防止策の検討（虐待やその疑いが生じ 
た場合、事案検証の上、再発防止策を検討、実行） 

の３つがある。 
虐待防止委員会の設置に向けては、構成員の責務及び役割分担を

明確にするとともに、専任の虐待防止担当者（必置）を決めておく

ことが必要であり、虐待防止委員会の構成員には、利用者やその家

族、専門的な知見のある外部の第三者等も加えることが望ましい。 
なお、事業所単位でなく、法人単位での委員会設置も可であるた

め、事業所の規模に応じた対応を検討すること。 

虐待防止委員会の開催に必要となる人数については事業所の管

理者や虐待防止担当者（必置）が参画していれば最低人数は問わな

いが、委員会での検討結果を従業者に周知徹底することが必要であ

る。 
  なお、虐待防止委員会は、少なくとも１年に１回は開催すること

が必要であるが、身体拘束等適正化検討委員会と関係する職種等が

相互に関係が深いと認めることも可能であることから、虐待防止委

員会と一体的に設置・運営することも差し支えない。 
指定居宅介護事業所が、報告、改善のための方策を定め、周知徹

底する目的は、虐待の防止のための対策について、事業所全体で情
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報共有し、今後の未然防止、再発防止につなげるためのものであり、

決して従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意するこ

とが必要である。 
具体的には、次のような対応を想定している。 

ア 虐待（不適切な対応事例も含む。）が発生した場合、当該事案に

ついて報告するための様式を整備すること。 
イ 従業者は、虐待の発生ごとにその状況、背景等を記録するとと

もに、アの様式に従い、虐待について報告すること。 
ウ 虐待防止委員会において、イにより報告された事例を集計し、

分析すること。 
エ 事例の分析に当たっては、虐待の発生時の状況等を分析し、虐

待の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の再発防止策を検

討すること。 
オ 労働環境・条件について確認するための様式を整備するととも

に、当該様式に従い作成された内容を集計、報告し、分析するこ

と。 
カ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 
キ 再発防止策を講じた後に、その効果について検証すること。 

② 指定居宅介護事業所は次のような項目を定めた「虐待防止のため

の指針」を作成することが望ましい。 
ア 事業所における虐待防止に関する基本的な考え方 
イ 虐待防止委員会その他施設内の組織に関する事項 
ウ 虐待防止のための職員研修に関する基本方針 
エ 施設内で発生した虐待の報告方法等の方策に関する基本方針 
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オ 虐待発生時の対応に関する基本方針 
カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 
キ その他虐待防止の適正化の推進のために必要な基本方針 

③ 同条同項第２号の従業者に対する虐待防止のための研修の実施

に当たっては、虐待防止の基礎的内容等適切な知識を普及・啓発す

るとともに、指針を作成した事業所においては当該指針に基づき、

虐待防止の徹底を図るものとする。 
職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定居宅介護

事業所の虐待防止委員会が作成した研修プログラムを実施し、定期

的な研修を実施（年１回以上）するとともに、新規採用時には必ず

虐待防止の研修を実施することが重要である。 
また、研修の実施内容について記録することが必要である、なお、

研修の実施は、施設内で行う職員研修及び協議会又は基幹相談支援

センター等が実施する研修に事業所が参加した場合でも差し支え

ない。 
④ 同条同項第３号の虐待防止のための担当者については、サービス

提供責任者等を配置すること。 
 

（32）会計の区分（基準第 41条）  

 

 

 

 

（33）記録の整備（基準第 42条）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（28）会計の区分（基準第 41条）  

   指定居宅介護事業者は、指定居宅介護事業所ごとに経理を区分すると

ともに、指定居宅介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しな

ければならないこととしたものである。  

 

（29）記録の整備（基準第 42条）  
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等の状態等の個別の事情に応じて判断することが必要であるが、例え

ば、急変等が想定されない入所者等のバイタルチェックや、口腔ケア、

服薬管理等）の範囲内とすること。なお、指定障害福祉サービス等にお

ける人工呼吸器の管理等の医療的ケアについては、日雇派遣看護師が行

うことは想定されないことに留意すること。また、准看護師が行う業務

は日雇派遣の対象とならない。 

このほか、同政令の施行通知に示された各種手順（派遣元事業主に対

する適切な事前説明、緊急時に備えた対応の確保、派遣就業者に対する

オリエンテーション等の実施、業務記録等による円滑な業務の引継ぎ、

利用者への説明等）を遵守すること。 

 

 ２ 文書の取扱いについて 

 （１） 電磁的記録について 

基準第 224 条第１項は、指定障害福祉サービス事業者及びその従業者

（以下「事業者等」という。）の書面の保存等に係る負担の軽減を図る

ため、事業者等は、この省令で規定する書面の作成、保存等を次に掲げ

る電磁的記録により行うことができることとしたものである。令和３年

７月１日施行予定。 

① 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製

する方法によること。 

② 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。  

ア 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備

えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイル
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により保存する方法 

イ 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってでき

た電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存

する方法 

③ その他、基準第 224 条第１項において電磁的記録により行うことが

できるとされているものは、①及び②に準じた方法によること。 

④ また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会「個人情

報の保護に関する法律についてのガイドライン」等を遵守すること。 

（２） 電磁的方法について 

基準第 224 条第２項は、書面で行うことが規定されている又は想定さ

れる交付等（交付、説明、同意、締結その他これに類するものをいう。）

について、当該交付等の相手方の利便性向上及び事業者等の業務負担軽

減等の観点から、事業者等は、事前に当該交付等の相手方の承諾を得た

上で、次に掲げる電磁的方法によることができることとしたものであ

る。令和３年７月１日施行予定。 

① 電磁的方法による交付は、以下のアからオまでに準じた方法によ

ること。 

ア 事業者等は、利用申込者からの申出があった場合には、基準第９

条第１項の規定による文書の交付に代えて、エで定めるところによ

り、当該利用申込者の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を

電磁的方法により提供することができる。この場合において、当該

事業者等は、当該文書を交付したものとみなす。 

ａ 電子情報処理組織を使用する方法のうち⒜又は⒝に掲げるも   
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の 

⒜ 事業者等の使用に係る電子計算機と利用申込者の使用に

係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、

受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記

録する方法 

⒝ 事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録された基準第９条第１項に規定する重要事項を電気

通信回線を通じて利用申込者の閲覧に供し、当該利用申込者

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要

事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承

諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、事業者等の

使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記

録する方法） 

     ｂ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方

法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をも

って調製するファイルに基準第９条第１項に規定する重要事項

を記録したものを交付する方法 

    イ アに掲げる方法は、利用申込者がファイルへの記録を出力する

ことによる文書を作成することができるものでなければならな

い。 

    ウ アａの「電子情報処理組織」とは、事業者等の使用に係る電子

計算機と、利用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。 

    エ 事業者等は、アの規定により基準第９条第１項に規定する重要
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事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者

に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

ａ アのａ及びｂに規定する方法のうち事業者等が使用する

もの 

ｂ ファイルへの記録の方式 

    オ エの規定による承諾を得た事業者等は、当該利用申込者から文

書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の

申出があったときは、当該利用申込者に対し、基準第９条第１項

に規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならな

い。ただし、当該利用申込者が再びエの規定による承諾をした場

合は、この限りでない。 

② 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより当該同意の相手

方が同意の意思表示をした場合等が考えられること。なお、「押印に

ついてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19日内閣府・法務省・経済産業省）」

を参考にすること。 

③ 電磁的方法による締結は、当該締結の相手方と事業者等の間の契約

関係を明確にする観点から、書面における署名又は記名・押印に代え

て、電子署名を活用することが望ましいこと。なお、「押印について

のＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣府・法務省・経済産業省）」を参

考にすること。 

④ その他、基準第 224 条第２項において電磁的方法によることができ

るとされているものは、①から③までに準じた方法によること。ただ

し、基準又はこの通知の規定により電磁的方法の定めがあるものにつ
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いては、当該定めに従うこと。 

⑤ また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会「個人情報の

保護に関する法律についてのガイドライン」等を遵守すること。 

 

第十八 附則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第十七 附則 

 

１  地域移行支援型ホームの特例（基準附則第７条）  

指定共同生活援助事業所及び外部サービス利用型指定共同生活援助事

業所の立地については、基準第 210 条第１項（基準第 213 条の 16 におい

て準用する場合を含む。以下同じ。）の規定により、入所施設や病院の敷

地外に立地されるべきこととしている（第十五の２の（１）参照）が、精

神科病院（精神科病院以外の病院で精神病床（医療法（昭和 23 年法律第

205 号）第７条第２項第１号に掲げる精神病床をいう。）が設けられている

ものを含む。以下「病院」という。）に長期間入院していた精神障害者が退

院後すぐに地域での生活が困難な状況にある場合に、一定期間病院の近く

で障害福祉サービスの利用等をしながら生活を送ることによって円滑に

地域生活への移行が図られるよう、通過型の居住の場として、平成 37 年

３月 31 日までの間、病院の敷地内に存する建物を共同生活住居とする場

合であって、次の要件を満たす場合に限り、地域移行支援型ホームとして、

指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定共同生活援助を行うこと

ができるものとする。 

なお、地域移行支援型ホームは、病院に長期間入院している精神障害者

の地域移行を支援するための選択肢の１つとして試行的に実施するもの

であることから、新規の指定や運営期間については時限的なものとする。
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（20）運営規程（基準第 31 条）  

   指定居宅介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定居

宅介護の提供を確保するため、基準第 31条第１号から第９号までに掲

げる事項を内容とする規程を定めることを指定居宅介護事業所ごとに

義務付けたものであるが、特に以下の点に留意するものとする。なお、

措置を講じなければならないこととしたものである。  

 

（18）支給決定障害者等に関する市町村への通知（基準第 29 条）  

   法第８条第１項の規定により、市町村は、偽りその他不正な手段によ

って自立支援給付費の支給を受けた者があるときは、その者から、そ

の支給を受けた額に相当する金額の全部又は一部を徴収することがで

きることにかんがみ、指定居宅介護事業者は、その利用者が偽りその

他不正な手段によって自立支援給付費の支給を受け、又は受けようと

したときは、自立支援給付費の適正化の観点から、遅滞なく、意見を

付して市町村に通知しなければならないこととしたものである。  

 

（19）管理者及びサービス提供責任者の責務（基準第 30 条）  

   指定居宅介護事業所の管理者とサービス提供責任者の役割分担につ

いて規定したものであり、管理者は、従業者及び業務の一元的管理並

びに従業者に基準第二章第四節（運営に関する基準）を遵守させるた

めの指揮命令を、サービス提供責任者は、指定居宅介護の利用の申込

みに係る調整、従業者に対する技術指導等のサービスの内容の管理を

行うものである。  

 

（20）運営規程（基準第 31 条）  

   指定居宅介護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定居

宅介護の提供を確保するため、基準第 31 条第１号から第９号までに掲

げる事項を内容とする規程を定めることを指定居宅介護事業所ごとに

義務付けたものであるが、特に以下の点に留意するものとする。なお、

22 / 48



47 
 

改 正 後 現  行 
同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類

について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合におい

ては、運営規程を一体的に作成することも差し支えない（この点につい

ては他のサービス種類についても同様とする）。 

① 従業者の職種、員数及び職務の内容（第２号） 

従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減

等の観点から、規程を定めるに当たっては、基準第５条において置く

べきとされている員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載す

ることも差し支えない（基準第９条に規定する重要事項を記した文書

に記載する場合についても、同様とする。）（以下、他のサービス種

類についても同趣旨。）。 

②  指定居宅介護の内容（第４号）  

 

 

 

③  支給決定障害者等から受領する費用の額（第４号）  

 

 

 

  ④  通常の事業の実施地域（第５号）  

 

 

 

 

同一事業者が同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類

について事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合におい

ては、運営規程を一体的に作成することも差し支えない（この点につ

いては他のサービス種類についても同様とする）。  

  （新設） 

 

 

 

 

 

 

①  指定居宅介護の内容（第４号）  

     「指定居宅介護の内容」とは、身体介護、通院等介助、家事援助、

通院等のための乗車又は降車の介助（以下「通院等乗降介助」とい

う。）のサービスの内容を指すものであること。  

  ②  支給決定障害者等から受領する費用の額（第４号）  

   指定居宅介護に係る利用者負担額のほかに、基準第 21 条第３項に規

定する額を指すものであること（以下、他のサービス種類について

も同趣旨）。  

  ③  通常の事業の実施地域（第５号）  

     通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとす

ること。 

     なお、通常の事業の実施地域は、利用申込みに係る調整等の観点か

らの目安であり、当該地域を越えてサービスが行われることを妨げ
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⑤  事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合の当該障害の種

類（第７号）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ⑥  虐待の防止のための措置に関する事項（第８号）  

     「虐待の防止のための措置」については、「障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 23 年法律第

79 号)において、障害者虐待を未然に防止するための対策及び虐待

が発生した場合の対応について規定しているところであるが、より

実効性を担保する観点から、指定居宅介護事業者は、利用者に対す

る虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応が図られるための必要

な措置について、あらかじめ運営規程に定めることとしたものであ

る。具体的には、  

    ア  虐待の防止に関する責任者の選定  

    イ  成年後見制度の利用支援  

るものではないこと（以下、他のサービス種類についても同趣旨）。 

 

  ④  事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合の当該障害の種

類（第７号）  

     指定居宅介護事業者は、障害種別等にかかわらず利用者を受け入

れることを基本とするが、指定居宅介護の提供に当たっては、利用

者の障害特性に応じた専門性に十分配慮する必要があることから、

提供するサービスの専門性を確保するため、特に必要がある場合に

おいて、あらかじめ、障害種別により「主たる対象者」を定めるこ

とができることとしたものである。この場合、当該対象者から指定

居宅介護の利用に係る申込みがあった場合には、正当な理由なく指

定居宅介護の提供を拒んではならないものであること。（以下、他

のサービス種類についても同趣旨）。  

   ⑤  虐待の防止のための措置に関する事項（第８号）  

     「虐待の防止のための措置」については、「障害者虐待の防止、

障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 23 年法律第

79 号)において、障害者虐待を未然に防止するための対策及び虐待

が発生した場合の対応について規定しているところであるが、より

実効性を担保する観点から、指定居宅介護事業者は、利用者に対す

る虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応が図られるための必要

な措置について、あらかじめ運営規程に定めることとしたものであ

る。具体的には、  

    ア  虐待の防止に関する責任者の選定  

    イ  成年後見制度の利用支援  

24 / 48



49 
 

改 正 後 現  行 
    ウ  苦情解決体制の整備  

    エ  従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施

（研修方法や研修計画など） 

オ 基準第 40 条の２第１項の「虐待の防止のための対策を検討する

委員会（以下「虐待防止委員会」という。）」の設置等に関するこ

と 

等を指すものであること（以下、他のサービス種類についても 

同趣旨）。  

⑦  その他運営に関する重要事項（第９号） 

障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保

するための基本的な指針（平成 29 年厚生労働省告示第 116 号）第

二の三に規定する地域生活支援拠点等である場合は、その旨を規

定し、「地域生活支援拠点等の整備促進について」（平成 29 年 7

月 7 日付け障障発第 0707 第 1 号厚生労働省社会・援護局障害保健

福祉部障害福祉課長通知）の２の（１）で定める拠点等の必要な機

能のうち、満たす機能を明記すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ウ  苦情解決体制の整備  

    エ  従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施

（研修方法や研修計画など） 

   （新設） 

 

 

等を指すものであること（以下、他のサービス種類についても 

同趣旨）。  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（21）介護等の総合的な提供（基準第 32 条）  

  ①  基本方針  

     基準第４条の基本方針等を踏まえ、指定居宅介護の事業運営に当た

っては、多種多様な居宅介護の提供を行うべき旨を明確化したもの

である。指定居宅介護は、生活全般にわたる援助を行うものである

ことから、指定居宅介護事業者は、入浴、排せつ、食事等の介護や調

理、洗濯、掃除等の家事を総合的に提供しなければならず（通院等
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厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
令和 2 年 12 月

業 務 継 続ガイドライン

障害福祉サービス事業所等における
新型コロナウイルス感染症発生時の
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２－３．新型コロナウイルス等感染症BCPとは（自然災害BCPとの違い） 

(オ)  
 

新型コロナウイルス等感染症と大地震をはじめとした自然災害では、被害の対象や期間などに違いが見られます(両者の主な

相違は 表１)。ここから導かれる重要な特徴は以下の 3 点です。 

 

① 情報を正確に入手し、その都度、的確に判断をしていくことが重要 

感染の流行影響は、不確実性が高く予測が困難です。それでも、利用者・職員への感染リスク、業務を継続する社会

的責任、事業所を運営していくための収入の確保などの観点を踏まえて業務継続レベルを判断していく必要があります。そ

のため、正確な情報を収集し、その都度的確に判断を下していくことが事業者には求められます。 

② 業務継続は、主にヒトのやりくりの問題 

建物設備やインフラなどに甚大な被害を及ぼす自然災害と違い、新型コロナウイルス等感染症ではヒトへの影響が大きく

なります。そのため、感染拡大時の職員確保策をあらかじめ検討しておくことが重要です。 

また、物流の混乱などの理由から感染予防に必要な物資の不足が起こり得ることから、平常時から備蓄を進めておくこと

が必要です。 

③ 感染防止策が重要 

上述の職員確保策に加え、感染防止策についてもあらかじめ検討し、適切に実施しておくことが重要です。 

 

（表１） 新型コロナウイルス等感染症と地震災害との違い 

   （厚生労働省「事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイドライン」を一部修正・加筆） 

項目 地震災害 新型コロナウイルス感染症 

事業継続方針 
◎できる限り事業の継続・早期復旧を図る 

◎サービス形態を変更して事業を継続 

◎感染リスク、社会的責任、経営面を勘案し、

事業継続のレベルを決める 

被害の対象 
◎主として、建物・設備等、社会インフラへの被

害が大きい 

◎主として、人への健康被害が大きい 

地理的な影響範囲 

◎被害が地域的・局所的 

（代替施設での操業や取引事業者間の補完が

可能） 

◎被害が国内全域、全世界的となる 

（代替施設での操業や取引事業者間の補完

が不確実） 

被害の期間 ◎過去事例等からある程度の影響想定が可能 
◎長期化すると考えられるが、不確実性が高く

影響予測が困難 

被害発生と被害制御 
◎主に兆候がなく突発する 

◎被害量は事後の制御不可能 

◎海外で発生した場合、国内発生までの間、

準備が可能 

◎被害量は感染防止策により左右される 

事業への影響 ◎事業を復旧すれば業績回復が期待できる 
◎集客施設等では長期間利用客等が減少

し、業績悪化が懸念される 

 

 

  
感染防止策が重要 

事業継続は、主に 

人のやりくりの問題 

情報を正確に入手し、 

その都度、的確に判断をしていくことが必要 

27 / 48



 

8 

また、上述の違いを踏まえると、業務量の時間的推移も異なってきます(図１)。 

自然災害が発生すると、インフラ停止などによる通常業務の休止や、避難誘導・安否確認などによる災害時業務の発生のた

め、通常の業務量が急減します。 

一方、新型コロナウイルス等感染症は国内で感染が拡大し始めると、自身が感染したり、濃厚接触者になる等により出勤でき

なくなる職員が出てきますが、通常業務が急減することはなく、むしろ感染対策等の業務が一時的に増加し、その後対応可能な

業務量が徐々に減少していくものと想定されます。 

 

そこで、新型コロナウイルス等感染症BCPでは、職員不足時においては健康・身体・生命を守る機能を優先的に維持しつつ、

新型コロナウイルス等感染症の感染者（感染疑いを含む）が事業所内で発生した場合においても、サービス提供を継続させる

ことが目的となります。 

 

 

図１ 災害と新型コロナウイルス等感染者の発生後業務量の時間的経過に伴う変化 
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１－２．ガイドラインの利用方法 

(イ)  
 

⚫ 本ガイドラインの３－２、３－３、３－４（新型コロナウイルス感染（疑い）者発生時の対応）において、新型コロナウ

イルス感染者発生時の対応事項について詳細を記載しています。 

⚫ これは、別途お示しする「新型コロナウイルス感染症発生時における業務継続計画」のモデル様式（ひな形）における「対

応事項」に該当するものです。 

⚫ 各事業所においてＢＣＰを作成する際には、「対応事項」の各項目について、本ガイドラインにおける記載を参考に、各事

業所における具体的な対応を検討し、記載いただくことを考えています。 

⚫ また、BCP 作成にあたっての参考として、別添で以下の様式を添付しています（本文中の関連する部分に様式番号を記

載しています）。 

 

 

＜添付（様式）ツール＞  

  ・あらかじめ検討しておくことや感染者（疑い）者の発生時に使用する様式の例です。 

NO 様式名 

様式 1 推進体制の構成メンバー 

様式 2 事業所外連絡リスト 

様式 3 職員・利用者 体温・体調チェックリスト 

様式 4 感染（疑い）者・濃厚接触（疑い）者管理リスト 

様式 5 （部署ごと）職員緊急連絡網 

様式 6 備蓄品リスト 

様式 7 業務分類（優先業務の選定） 

様式 8 来所立ち入り時体温チェックリスト 
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３－２．新型コロナウイルス感染（疑い）者発生時の対応（入所・入居系） 

(ク)  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0  平時対応 

(１) 体制構築・整備（様式１） 

＜体制整備＞ 

⚫ 感染対策委員会を設置し、新型コロナウイルス感染（疑い）者発生時の対応を検討する。 

⚫ 一部門で進めるのではなく、多くの部門が関与し、継続的かつ効果的に進めるための推進体制を組成する。 

＜意思決定者・担当者の決定＞ 

⚫ 全体の意思決定者、各業務の担当者（誰が、何をするか）を決めておき、関係者の連絡先、連絡フローの整理

を行う。 

＜役割分担＞ 

⚫ 利用者担当、職員担当、物資担当、情報担当等役割を明確にし、実施事項を分担しておく。 

 

(２) 情報の共有・連携 

＜情報共有範囲の確認＞ 

⚫ 個人情報に配慮することを基本として情報を取り扱う。 

⚫ 事業所内、法人内、利用者家族、自治体、関係業者等、情報を共有する範囲や内容を事前に検討し、周知する。 

⚫ 感染者等が発生した場合の対応方針について、入居者や家族と共有しておく。 

⚫ 管理者等は、感染者や濃厚接触者が発生した場合等に備え、日ごろから協力医療機関や都道府県等と緊密に

連携する。 

＜報告ルールの確認＞ 

⚫ 情報を共有・連携する場合、対象先に「誰が」「どうやって」報告するかについて検討する。 
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第Ⅱ章 平時からの備え 

対応主体の決定、計画のメンテナンス・周知と、感染疑い事例発生の緊急時対応を見据えた事前準備を、下記の

体制で実施する。 

 

１ 対応主体 

  〇〇の統括のもと、関係部門が一丸となって対応する。 

２ 対応事項 

  対応事項は以下のとおり。 

項目 対応事項 関係様式 

（１） 

体制構築・整備 

全体を統括する責任者・代行者を選定 

 体制整備 

 

 

 

 意思決定者・担当者の決定 

 

 

 

 役割分担 

 

 

 

様式１ 

（２） 

情報の共有・連携 

 情報共有範囲の確認 

 

 

 

 報告ルールの確認 

 

 

 

 報告先リストの作成・更新 

 

 

 

様式 2 
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事 務 連 絡 

令和３年３月 17 日 

都道府県 

各  指定都市  障害保健福祉主管部（局）長  殿 

中 核 市 

  

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

 

 

障害福祉サービス事業所等における 

業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修について 

 

感染症が発生した場合であっても、 障害福祉サービスが安定的・継続的に提供されるこ

とが重要であることから、障害福祉サービス事業所等における業務継続計画（BCP）の作成

を支援するため、「障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイドライン等について」 

（令和２年 12 月 28 日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長事務連絡）

において 、ＢＣＰ作成に向けたポイント等をまとめた、障害福祉サービス事業所等におけ

る業務継続ガイドライン等をお示ししたところです。 

今般、業務継続ガイドライン等を活用し、ＢＣＰの作成や見直しに資するよう、研修動画

を作成し、公開しました。 

つきましては、管内の関係団体及び障害福祉サービス事業所等に対して周知をお願いす

るとともに、都道府県におかれましては、管内市区町村に対する周知をお願いいたします。 

 

 

記 

１．研修概要 

○目的：障害福祉サービス事業所等が、新型コロナウイルス感染症におけるＢＣＰの重要性

や作成のポイントを理解すること 。 

○対象：施設長、管理者、感染症対策を担当する者 

○プログラム構成 

①ＢＣＰとは 

②共通事項 

③入所・入居系 

④通所系 

⑤訪問系 
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⑥現場で活用するためのポイント 

 

２．利用方法 

以下のサイトよりアクセスしてください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_

00003.html 

 

３．その他 

上記研修サイト内において、研修を受講した方へ向けたアンケートを実施しております

ので、今後の研修の充実等のために、是非ご協力ください。 

アンケート実施期間：令和３年３月 30 日（火）まで 

 

（問合せ先） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

ＴＥＬ：03-5253-1111（内線 3040、3149） 
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事 務 連 絡 

令和３年３月 22 日 

  

 

都道府県 

各  指定都市  障害保健福祉主管部（局）長  殿 

中 核 市 

  

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

 

 

障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン等について 

 

障害福祉サービスは、障害者その家族等の生活に欠かせないものであり、自然災害が発生

した場合であっても、 利用者に対して必要なサービスが安定的・継続的に提供されること

が重要である。 

必要なサービスを継続的に提供するためには、また、仮に一時中断した場合であっても早

期の業務再開を図るためには、 業務継続計画 （BCP） の策定が重要であることから、今

般、その策定を支援するため、障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継

続ガイドライン等をとりまとめたところであるので、御了知の上、管内各市町村及び関係団

体等に周知されたい。 

 

○ 障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン 

○ 自然災害発生時における業務継続計画 （ひな形） 

 

 

【掲載場所】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17517.html 
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厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
令和 3 年 3 月

業務継続ガイドライン

障害福祉サービス事業所等における
自 然 災 害 発 生 時 の
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6 

 ２－３．防災計画と自然災害 BCPの違い 
 

防災計画を作成する主な目的は、「身体・生命の安全確保」と「物的被害の軽減」ですが、その目的は、BCP の主な目的の
大前提となっています。つまり、BCP では、防災計画の目的に加えて、優先的に継続・復旧すべき重要業務を継続する、または、
早期復旧することを目指しており、両方の計画には共通する部分もあり密接な関係にあります。 

 
防災計画と自然災害 BCP の違い① 

 
 
つまり、従来の防災計画に、避難確保、障害福祉サービスの継続、地域貢献を加えて、総合的に考えてみることが重要です。 

 
防災計画と自然災害 BCP の違い②  
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事 務 連 絡
令和３年12月６日

都道府県
各 指定都市  障害保健福祉主管部（局） 御中

中 核 市

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

障害福祉サービス事業所等における
自然災害発生時の業務継続計画（BCP）作成支援に関する研修について

自然災害が発生した場合であっても、障害福祉サービスが安定的・継続的に提供されることが
重要であることから、障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続計画
（BCP）の作成を支援するため、「障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継
続ガイドライン等について」（令和3年3月22日付厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福
祉課長事務連絡）において、ＢＣＰ作成に向けたポイント等をまとめた、障害福祉サービス事業
所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン等をお示ししたところです。
今般、業務継続ガイドライン等を活用し、ＢＣＰの作成や見直しに資するよう、研修動画を作
成し、公開しました。
つきましては、管内の関係団体及び障害福祉サービス事業所等に対して周知をお願いするとと
もに、都道府県におかれましては、管内市区町村、指定事業者及び指定相談支援事業者に対する
周知をお願いいたします。

記

１．研修概要
○目的：障害福祉サービス事業所等が、地震や水害などの自然災害発生時におけるＢＣＰの

重要性や作成のポイントを理解すること。
○対象：施設長、管理者、防災を担当する者
○プログラム構成
①自然災害発生時の業務継続計画（BCP）作成のポイント
②共通事項＜概要編＞
③共通事項（入所・入居系）
④通所系・固有事項
⑤訪問系・固有事項
⑥相談支援事業・固有事項
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２．利用方法
以下のサイトよりアクセスしてください。
https://www.smartstream.jp/msad/mhlw/index.html

３．その他
上記研修サイト内において、研修を受講した方へ向けたアンケートを実施しておりますので、
今後の研修の充実等のために、是非ご協力ください。
アンケート実施期間：令和４年1月31日（月）20時まで

（問い合わせ先）
ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 リスクマネジメント第四部
医療福祉マーケットグループ（岡本、田名邉（たなべ））
TEL  ：03-5296-8976
E-mail：sh-okamoto@ms-ad-hd.com

（担当）
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課
地域生活支援推進室（松崎）
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自宅等を訪問される職員の方… 訪問系

施設・事業所内の職員の方…… 通所系  入所系  のマニュアルをご参考下さい 

障害福祉サービス施設・
事業所職員のための

感染対策
マニュアル

入所系
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子発０３２３第１号 

障発０３２３第１号 

令和３年３月２３日 

 

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

 

 

                      厚 生 労 働 省   

子 ど も 家 庭 局 長   

社 会 ・ 援 護 局障害 保 健 福 祉 部 長   

（ 公  印  省  略 ）   

 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正

する省令の公布について（通知） 

 

本日、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福

祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年

厚生労働省令第55号）が別紙のとおり公布され、令和３年４月１日又は同年７月１日から施

行することとされました。その趣旨及び主な内容等について下記のとおり通知いたしますの

で、これらについて十分御了知の上、管内市町村（特別区を含む。）を始め、関係者、関係

団体等に対し、その周知徹底を図っていただく等、本省令の円滑な施行について特段の御配

慮をお願いいたします。 

 

記 

 

１ 本省令の趣旨 

指定障害福祉サービス事業者等の業務負担軽減等を図る観点から、障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、

設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号）及び児童福祉法施行規則

（昭和 23 年厚生省令第 11 号）等の一部を改正するもの。 

 

２ 主な改正内容 

（１）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正 

① 指定障害福祉サービス事業者等の業務負担軽減等を図る観点から、指定障害福祉サー

ビス事業者等における諸記録の作成、保存等について、原則として電磁的記録による対

41 / 48



2 

 

応を認めるものとする。 

② 利用者の利便性向上や障害福祉サービス事業者等の業務負担軽減の観点から、利用者

等への説明、同意等のうち、書面で行うものについて、原則として電磁的方法による対

応を認めるものとする。 

 

（２）婦人保護施設の設備及び運営に関する基準（平成 14 年厚生労働省令第 49 号）の一部

改正 

婦人保護施設に関して、（１）①に準じた改正を行うものとする。 

 

（３）身体障害者社会参加支援施設の設備及び運営に関する基準（平成 15 年厚生労働省令第

21 号）の一部改正 

身体障害者社会参加支援施設に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（４）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支

援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 172 号）の一部

改正 

  ① 指定障害者支援施設等に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

  ② 経過的指定障害者支援施設等において指定就労継続支援Ａ型を提供する場合に、厚

生労働大臣が定める事項について自ら評価を行い、その結果を公表しなければならな

いもの等とする。 

 

（５）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サー

ビス事業の設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 174 号）の一部改正 

   障害福祉サービス事業者に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（６）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援

センターの設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 175 号）の一部改正 

   地域活動支援センターに関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（７）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホームの

設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 176 号）の一部改正 

   福祉ホームに関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（８）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施

設の設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 177 号）の一部改正 

① 障害者支援施設に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

② 経過的障害者支援施設に関して、（４）②に準じた改正を行うものとする。 

 

（９）児童福祉法施行規則の一部改正 

   小規模住居型児童養育事業者等に関して、（１）①に準じた改正を行うものとする。 
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（10）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 23 年厚生省令第 63 号）の一部改正 

   児童福祉施設に関して、（１）①に準じた改正を行うものとする。 

 

（11）児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成

24 年厚生労働省令第 15 号）の一部改正 

   指定障害児通所支援事業者等に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（12）児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成

24 年厚生労働省令第 16 号）の一部改正 

   指定障害児入所施設等に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（13）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 27 号）の一部改正 

   指定一般相談支援事業者に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（14）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談

支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24 年厚生労働省令第 28 号）の一部改正 

   指定特定相談支援事業者に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（15）児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成 24

年厚生労働省令第 29 号）の一部改正 

   指定障害児相談支援事業者に関して、（１）に準じた改正を行うものとする。 

 

（16）家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第 61 号）の

一部改正 

   家庭的保育事業者等に関して、（１）①に準じた改正を行うものとする。 

 

（17）その他 

 所要の規定の整備を行うものとする。 

 

３ 施行期日 

 令和３年７月１日 

（ただし、電磁的記録等による対応に係るもの以外の改正は、令和３年４月１日） 
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１．障害福祉サービス等における共通的事項 

 

（１）障害福祉サービス等における横断的事項 

（電磁的記録） 

問１ 「電磁的記録」とはそもそもどのようなものを指すのか。 

（答） 

「電磁的記録」とは、電子計算機（パソコン、スマートフォン、タブレット等）

による情報処理の用に供されるものをいう。 

 

（電磁的記録による保存） 

問２ 電磁的記録による保存について、「作成された電磁的記録を事業者等の

使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもっ

て調製するファイルにより保存する方法」とは具体的にどのような方法を

いうのか。 

（答） 

電磁的記録による保存とは、①電子情報処理組織（ネットワークとそれに接続

された電子計算機、すなわち、ネットワークに接続されている状態のパソコン、

スマートフォン、タブレット等をいう。）を使って作成された電磁的記録を保存す

る方法、又は②作成された電磁的記録をフロッピーディスク、ミニディスク、シ

ー・ディー・ロムなどに保存する方法をいう。 

 

（電磁的方法による交付①） 

問３ 電磁的方法による交付について、①「事業者等の使用に係る電子計算機

と利用申込者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じ

て送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録す

る方法」及び②「事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録された基準第５条第１項に規定する重要事項を電気通信回線を通

じて利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法」の具体

例を教えてほしい。 

（答） 

①の具体例としては、電子メールなどで、相手のパソコン等のフォルダに電磁

的記録を送信する方法が、②の具体例としては、事業者等が自分のホームページ

に電磁的記録を掲載し、それを利用申込者又はその家族がダウンロードできる状

態に置く方法がそれぞれ想定される。 
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（電磁的方法による交付②） 

問４ 電磁的方法による交付の方法のうち、「磁気ディスク、シー・ディー・ロ

ムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこ

とができる物をもって調製するファイルに」「重要事項を記録したものを

交付する方法」について、「その他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物」とは具体的にどのようなものを指

すのか。 

（答） 

「その他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物」としては、ＤＶＤやブルー・レイ・ディスク等の光学ディスク等が想

定される。 

 

（電磁的方法による交付③） 

問５ 電磁的方法による交付の方法は「利用申込者がファイルへの記録を出力

することによる文書を作成することができるものでなければならない」と

あるが、どのような趣旨か。 

（答） 

利用申込者に交付した電磁的記録については、当該利用申込者が、紙にプリン

トアウトすることが可能な状態でなければならないという趣旨である。 

 

（電磁的方法による交付④） 

問６ 電磁的方法による交付を行うに当たって事前に利用申込者等に対して

承諾を得る必要がある事項のうち、「ファイルへの記録の方式」について

は、例えばテキストファイルやドキュメントファイル、ＰＤＦファイルな

ど、どのファイル形式で記録するかを指すという理解で良いか。 

（答） 

お見込みのとおり。 

 

（電磁的方法による同意） 

問７ 電磁的方法による同意について、参考資料として「押印についてのＱ＆

Ａ（令和２年６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」が挙げられている

が、具体的にどのような点で参考になるのか。 

（答） 

文書の成立の真正を証明する手段等について記載されているので、参考にされ

たい。 
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①－１ 電子的方式
電子計算機に備えられたファイルに記録する方
法により記録を作成し、電磁的記録により保存
する方法
（例：パソコンで文書を作成し、パソコン上で
保存する）

①－１，２（例）

②（例）

電磁的記録とは、電子計算機（パソコン、スマートフォン、タブレット等）
による情報処理の用に供されるものをいう。

②
紙媒体で保存しているものを、スキャナ等で読
み込んでできた画像情報を含む電磁的記録にし
た上で保存する方法

①－２ 磁気的方式
磁気ディスク等をもって調製する方法により記
録を作成し、電磁的記録により保存する方法

電磁的作成・保存

電磁的作成・保存 【参考資料】
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交付

○ 事業者は、利用申込者の承諾を得て、重要事項を書いた文書を電磁的方法により提
供することができる。

方法①－１
電子メールなどで、相手のパソコン等
のフォルダに電磁的記録を送信する方
法

方法①－２
事業者等がホームページに電磁的記録
を掲載し、それを利用申込者又はその
家族がダウンロードできる状態に置く
方法

方法②
電磁的記録を作成した磁気ディスク、
シー・ディー・ロム等を利用申込者等
に交付する方法

アップロード ダウンロード

電磁的方法（交付等）
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電磁的方法（交付等）

交付

○ ①－１，２及び②の方法で利用申込者に交付した電磁的記録については、当該利用

申込者が、紙にプリントアウトすることが可能な状態でなければならない。

○ 事業者等は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、

当該利用者に対し、以下に掲げる電磁的方法の種類・内容を示し、文書または電磁的方

法（電子メール等）により承諾を得なければならない。

・①－１，２及び②の方法のうち、どの方法を使用するか

・どのようなファイル形式で記録するか（テキストファイル、ドキュメントファイル等）

同意

○ 電子メールにより当該同意の相手方が同意の意思表示をした場合等。

○ 書面への押印等により同意の意思を確認していた場合の取扱い等については「押印

についてのQ&A（令和２年６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参照。

※ その他、電磁的方法によることができるものについても、これに準じた取扱いとなる。
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